
平成２７年度 中津市社会福祉協議会 事業計画の重点事業 

 

１． 事業方針 

今日の地域社会は、少子高齢化と経済格差の拡大などによる生活困窮等の課題や過疎化による集

落機能の低下、家族関係や地域住民同士のつながりが希薄化している状況に加え、高齢者や障がい

のある人への虐待、孤立死など、深刻な福祉課題が山積みしている現状です。 

また、団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年問題を控え、国は平成２７年度から大幅な介護

保険制度の改正を行うと共に、その施策は、誰もが住み慣れた地域で住み続けられる社会を目指し

た地域包括ケアシステムや児童、障がい者、生活困窮者等の自立に向けた取り組みにより、今後の

方向性は、「施設」から「地域」へと向かい、地域の力で支える仕組みづくりへ注力しており、中津

市における福祉施策も同様の方向性となっています。 

更に、社会福祉法人や施設等の社会貢献活動等による社会資源の多様化により、社会福祉協議会

のあり方も問われているところです。  

こうした社会情勢を踏まえ、地域や住民生活の課題に対して、地域福祉を推進する社会福祉協議

会だからこそできる地域づくりの手法や技術を活かした活動や支援により、中津市社会福祉協議会

（以下「本会」という。）としての役割や使命を果たし、基本理念である『心とこころ 人とひとと

の“つながり”』を基に、「暮らし続けたい、住み続けたい、と思う・思える地域づくり」を目指し

ていきます。 

具体的には、第二次発展・強化計画に位置づけた目標を基本に、国が示す介護保険制度改正への

対応や障がい者、児童福祉事業の運営の見直し、生活困窮者や認知症にかかる支援の強化、生きが

いにつながる福祉活動とボランティア活動支援の充実、住民による支え合い活動への支援強化など

を重点事業として取り組むと同時に、経営戦略として組織強化や人材の育成と財政の健全化を図り、

効果的で効率的な経営基盤を確立してまいります。 

  

２．重点目標 

Ⅰ 総合相談支援体制基盤の確立 

本会では、住民生活の課題など多様なケースに素早く対応できる総合相談支援体制の整備を進め

ており、国の生活困窮者自立支援法の自立相談支援事業を活用し、平成２６年度からモデル事業と

して社会福祉士を配置して生活に困窮された方への支援強化を図り、その人がその人らしく地域で

生活できるよう相談者の視点に立った支援を行っています。平成２７年度からは国の制度導入に伴

い、自立相談支援に関わる専任の相談員を増員して、増えつつある生活に困窮された方への支援を

強化し、専門機関や関係団体等との連携を深めます。 

  また、認知症に係る支援においては、地域包括支援センターに認知症支援推進員を新規配置し、

旧下毛地域の認知症の人やその家族への相談及び支援、地域住民への理解と協力を広く促しながら、

認知症になっても地域で住みつづけられる地域づくりに向けて支援を行います。 

① 個別の生活課題に対応できる総合的な相談支援体制づくり 

・生活困窮者への自立相談支援（Ⅰ‐Ａ‐１）←※第二次発展強化計画で位置づけた項目と記号以下同様 

     相談員の１名増員による生活に困窮された方へのさらなる支援強化 

・地域包括支援センターの充実（Ⅰ‐Ａ‐１） 

     認知症地域支援推進員を１名配置し、認知症の人や家族等への相談・支援体制を整備 

      



Ⅱ 福祉サービスの開発と展開 

  少子高齢化の進展、地域社会や家族の変化に伴い、高齢者や障がい者、子育て世帯等の置かれて

いる状況やライフスタイルは大きく変化しつつあります。また身近なところで家族からの支援を受

けることが難しいケースも増加し、制度では対応できない生活支援ニーズや孤立、生活困窮を背景

とした深刻な生活課題が広がっています。 

  このような中で、平成２７年度介護保険制度改正では、日常生活圏域に着目した地域包括ケアシ

ステムの推進と費用負担の公平化を柱に、2025年を見据えたさまざまな改革が行われることとなり

ました。特に在宅サービスについては、介護予防の一部を市町村事業である地域支援事業に移行す

ることとなり、中津市では平成２７年４月より介護予防・日常生活支援総合事業を実施することに

なっています。 

  本会としては介護保険制度改正への対応を最大の課題とし、認知症の方や中重度要介護者への支

援の強化を図り、「できる限り住み慣れた地域で暮らし続けることを支える」ことを使命とし、また

特別養護老人ホームやすらぎ荘や養護老人ホーム中津市豊寿園も「施設」としての括りではなく、

地域にある「住まい」として捉え、高齢者をはじめとする要援護者が安心して“生活”を送ること

が出来るように、地域のニーズに応えた福祉サービス展開と開発を目指します。 

 

（１）ニーズを抱える高齢者や障がい者の生活を地域の実情に沿って支援するサービスの開発 

  ①日常生活を営む上での必要な支援を行う生活サポート事業の展開 

   ・市内の拠点（地域サロン）に出向き、ニーズの把握や相談を受け付け、関係機関等への橋渡

しを行い、地域住民による支えあいの仕組みづくりを支援 （Ⅱ‐Ｂ‐１） 

（生活支援コーディネーターの設置） 

② 住民の権利を継続的にサポートする権利擁護事業の展開 

   ・その人らしい生活を支援する「権利擁護センター（仮称）」の設置検討（Ⅱ‐Ｂ‐２） 

（２）子育て世代が交流できる機会づくりと生活しやすい環境整備 

   ①ファミリー・サポート・センター事業の推進  

・会員増を図るための周知活動と専門のアドバイザーによる相互援助活動の支援（Ⅱ‐Ｃ‐１） 

（３）介護事業などを活かした、地域に必要とされるサービスの展開 

①介護保険制度改正に対応したサービスの展開 

・各種サービスの機能強化と介護予防・日常生活支援総合事業への取り組み 

②認知症高齢者の支援体制の充実 

   ・認知症介護の専門職の配置など、各デイサービスの認知症対応機能を強化 

    ※デイサービスセンターもくれん（認知症型通所介護）平成 27年 4月から休止 

③地域のニーズに応じた新たな高齢者サービスの実施 

・ひとり暮らし高齢者等が安心して地域で生活を継続できるための２４時間対応サービス 

（仮称）の検討 （Ⅱ‐Ｄ‐１） 

（４）特別養護老人ホームやすらぎ荘の経営充実 

①介護保険制度改正に対応した施設サービスの展開 

・報酬改正を踏まえた財政運営の検討（加算に向けた体制づくり） 

・これまで蓄積してきた施設の介護力を活かした、地域貢献活動への取り組み 

・サービスの向上を図り入所者が快適で安心・安全な生活の場の提供 

・待機者の早期入荘に繋ながる効果的な入所検討委員会の開催 



達成目標稼働率   本入荘 ９６．０ ％（現９５．０％） 定員：８０床 

短期入所 ６８．０％（現行６５．０％） 定員：２０床 

（５）養護老人ホーム中津市豊寿園の経営充実 

  ①養護施設（措置制度）の周知等に関する取り組み 

   ・住民向けに施設の概要や入所状況をホームページやパンフレット等で周知  

  ・行政や地域包括支援センターとの連携による市内の生活困窮者の掘り起し強化 

達成目標 入所者の受入目標 ３５名 

  ②入所者の生きがいにつながる活動の展開と地域資源としての施設の地域貢献活動の取り組み 

   ・施設外活動やボランティアの受入への積極的な取り組み 

 

Ⅲ “生きがい”につながる福祉活動とボランティア活動 

  介護に関する制度が進められていく中、「支援」という視点での施策や事業はさまざまに展開され

ていますが、高齢であっても障がいがあっても一人の個人としてだれもが生きがいを持って安心し

て地域で暮らせるような環境整備は、今後とも充実させなければならない課題です。 

  このような中、寄り合いの場（サロン）活動は市内でも広がってきており、高齢者を中心に「誰

もが集まる地域の場所」として、全体で８０カ所に迫る状況です。 

この寄り合いの場はボランティアも含め、生活していく上での心の拠り所となっている人も多く、

今後の地域福祉を推進していくうえで重要な活動となっています。この活動の継続が、ボランティ

アを含む参加者の生きがいの継続にもつながることから、普段は単体で活動している寄り合いの場

が横につながる機会をつくり、自分たちの活動を改めて見直す機会と活力へつなげていきます。 

また、全社協による「社会福祉協議会における第３次ボランティア・市民活動推進５ヵ年プラン」

の中で、市民参加や多様なボランティア・市民活動の活性化を支援する社会的な環境整備が掲げら

れており、中津市ボランティア・市民活動センターにおいても、市民の参画による運営委員会を立

ち上げ、市内の多様なボランティア・市民活動がより活性化し、連携できる仕組みづくりを市民参

画による協働により進めていきます。 

   

（１）地域の社会資源を活用した高齢者・障がい者の生きがいづくり 

 ①高齢者・障がい者が交流できる地域行事の企画・支援 

・寄り合いの場同士の連携を図る交流研修会の充実 （Ⅲ‐Ｅ‐１） 

・地域の施設における高齢者・障がい者等の社会参加・社会貢献活動 （Ⅲ‐Ｅ‐１） 

（２）ボランティアをしたいという想いをカタチにするためのボランティア・市民活動センター機能

の強化 

  ①ボランティア・市民活動センター運営委員会設置・運営の確立 

   ・運営委員会の立上げと運営 （Ⅲ‐Ｆ‐１） 

   

 

Ⅳ 地域福祉ネットワークの実現 

  第２次地域福祉活動計画に沿い、お互い地域で支えあう仕組みづくりが各校区で進められており、

校区全体で福祉の課題解決に向けた話し合いを行う「地域福祉ネットワーク協議会（９校区）」、日

常の生活の中で見守りを行う「見守りネットワーク（９６地区）」、住民同士が楽しく集う「寄り合

いの場（サロン７８ヵ所）」など、住民同士がお互いのたすけあいの中で、安心して暮らせる地域を



目指したネットワークづくりの支援を行っています。これらの活動が活発に進む中、自分の地域の

課題に気づき、解決に向けた取組みを行うことのできる人財づくりも必要不可欠となっています。 

  そこで、地域を担う福祉人財の養成講座を本年度も取り組み、強い地域づくりの推進に努めます。

また、それぞれの福祉ネットワークを支援していく中で、地区を超えたネットワークの共有の場を

設け、既存のネットワークの更なる活性化、新しく立ち上げようとしている地域への積極的な支援

を行っていきます。 

（１）地域の課題解決に向けてつなげられる地域の人財（リーダー）づくり 

  ①福祉課題の解決につながる専門的な知識を身につけることのできる講座の開催・支援 

   ・市民後見人の育成（養成講座の開催・啓発活動の推進） （Ⅳ‐Ｇ‐１） 

     達成目標：平成２７年度市民後見人養成講座修了者数 10名 

  ②地域の課題に気が付き、それを解決できるところとつなげることができる「地域福祉コーディ

ネーター」の養成 

   ・地域福祉コーディネーター養成講座の開催 （Ⅳ‐Ｇ‐２） 

（２）見守り体制や災害対応ができる住民参画の地域福祉ネットワークづくり 

 ①地域住民が集まる場と機会の充実 

   ・住民同士が出会うサロンの立上げ支援、サロン活動内容のさらなる充実 （Ⅳ‐Ｈ‐１） 

     達成目標：新規サロン立ち上げ ５地区 

  ②広域（１５地区単位）のネットワークと小地域ネットワークの組織化と連携 

   ・地域福祉ネットワーク協議会の全域化（地域福祉圏域１５地区）（Ⅳ‐Ｈ‐１） 

     達成目標：ネットワーク協議会立ち上げ支援 ２地区 

   地区同士のネットワークを共有できる会議の開催 

・ネットワークにつながる見守り活動の推進 （Ⅳ‐Ｈ‐２） 

③ 地域の活動や資源に関する情報収集・発信・共有の充実 

   ・地区を超えてサロン団体やネットワーク団体が集まり、活動に関する情報が共有できる場づ

くり （Ⅳ‐Ｈ‐２） 

 

Ⅴ  効果的・効率的な経営基盤（組織・人財・財政）の確立 

国の地域福祉に係る制度改正により、住民主体による支えあい活動が重要視される中、地域福祉を

推進する団体として、誰もが住み慣れた地域で安心して住み続けられる地域づくりを目指し、本会の

各種事業を確実、効果的かつ適正に行うことが求められます。 

法人内の抱える課題や責務を役職員で合意形成を図ると共にその解決に努め、将来を見据えた経営

基盤の強化を図る「経営戦略３カ年計画（平成２７年度から平成２９年度）」を策定して計画的かつ安

定した事業運営の構築を図り、本会が行う事業の透明性の確保に努めます。 

また、災害時などの不測の事態に備えたＢＣＰ（事業継続計画）により、事業の継続を図りながら、

被災者や利用者への支援体制が整えられるよう、平時から調査・研究・訓練を行うなど、法人内の横

のつながりの強化と関係機関との連携を図ります。 

さらに、住民主体の地域福祉活動を積極的に支援していくため、地域における様々な福祉課題に対

応できる人財をＯＪＴ（職場内教育）の観点から育成し、地域活動のさらなる支援強化に努めます。 

 

  

 



 

 

〔組織に関すること〕 

（１）災害時の地域ニーズに対応できる組織体制づくり 

   ①災害時に職員が迅速に動くためのマニュアル作成 

・各事業所の災害対応マニュアルの作成 （Ⅴ‐Ｉ‐２） 

   ②各種マニュアルを基に災害対応できる取組みの実施 

・災害対応マニュアルを活用した避難訓練の実施 （Ⅴ‐Ｉ‐３） 

（２）多様なニーズに対応するための職員間の連携・情報共有の強化 

   ①職員間の連携を図るための会議等の開催 

・各部署との連携や地域の課題共有を行うために、エリア会議の 

見直しを行う。   （Ⅴ‐Ｉ－１） 

・情報共有及び経営改善を図るため、定例での主任会議を開催 （Ⅴ‐Ｉ‐１） 

 （３）住民の代表である役員と職員が一体的に事業運営できる仕組みづくり 

   ①役職員がお互いの役割と業務を理解できる場の設定 

    ・役職員研修会の実施（本会施設・事業の視察等） （Ⅴ‐Ｋ‐１） 

 

〔人材育成に関すること〕 

 （１）地域に信頼される職員を目指した職場環境の改善 

   ①職員のメンタルヘルスケアの充実 

    ・階層別・職種別の講座の実施 （Ⅴ‐Ｌ‐１） 

    ・産業医の設置によるメンタルヘルスケア （Ⅴ‐Ｌ‐１） 

 （２）福祉の専門職集団としての意識醸成のための研修体系の確立 

   ①スキルアップにつながる専門的な研修会の開催 

・階層別・職種別の研修会の実施 （Ⅴ‐Ｍ‐１） 

   ②職員としての基礎力向上を目的とした研修の充実 

・全体職員研修の実施 （Ⅴ‐Ｍ‐２） 

 

〔財政に関すること〕 

 （１）地域福祉事業に有効活用できる自主財源を確保するために多様な取り組みの実施 

   ①社協会員制度の拡充 

・中津市全域における社協会員制度導入に対する取り組み （Ⅴ‐Ｏ‐１） 

 （２）地域に密着した地域福祉事業運営方針と収支管理体制とが一体となった経営体制の確立 

   ①迅速かつ的確な判断ができる「収支管理体制」の確立 

・新会計基準に即した財政運営の実施 （Ⅴ‐Ｏ‐１） 

・適正な予算管理によるコストの削減と職員意識の改革 （Ⅴ‐Ｏ‐１） 

 



（単位：千円） 

担当課 事業名 歳出予算額 

総務課 法人運営事業 

福祉バス運行事業 

三光福祉保健センター事業 

教育福祉センター事業 

本耶馬渓総合福祉センター事業 

介護研修センター事業 

すぱーく耶馬溪管理運営事業 

介護保険認定調査事業 

１３０，８５３ 

５，５３８ 

４，３５９ 

９，５１４ 

１，６６９ 

３３６ 

２５８ 

３９，４９７ 

地域福祉課 地域福祉推進事業 

地域福祉推進事業三光 

地域福祉推進事業本耶馬渓 

地域福祉推進事業耶馬溪 

地域福祉推進事業山国 

地域福祉活動推進事業（ネットワーク） 

ふれ愛ネットワーク事業 

買い物支援事業 

ボランティア・市民活動センター事業   

福祉育成・援助活動事業 

歳末たすけあい配分金事業    

障がい児・者支援事業（鈴の音）     

長期休暇支援事業（さんぽ） 

余暇活動支援事業（てくてく） 

有償サービス事業              

生活福祉資金貸付事業 

福祉サービス利用援助事業 

心のケア事業 

自立相談支援事業（生活困窮者） 

法人後見事業 

市民後見推進事業 

生活支援コーディネート事業  ※新規 

地域包括支援センター事業 

認知症支援推進事業      ※新規 

３５５ 

１，５６３ 

９９６ 

１，７３５ 

１，０７４ 

２，１０５ 

２，５６８ 

２，１２３ 

３，９０８ 

５，１５８ 

６，２４９ 

２０９ 

１，２２１ 

４５３ 

８８０ 

３，２９１ 

２，５４７ 

４５０ 

１５，８９７ 

６，５２２ 

３，４２７ 

４，３３３ 

３７，９７３ 

５，７０１ 

福祉サービス課 ファミリーサポート事業 

介護ボランティア事業 

生きがい三光・外出事業 

生きがい耶馬溪・外出事業 

生きがい山国・外出事業 

本耶馬溪訪問介護事業 

耶馬溪訪問介護事業 

２，０００ 

４，１６７ 

４，８００ 

６，１１７ 

２，３８２ 

１４，１１７ 

３５，０５２ 



三光通所介護事業 

本耶馬渓通所介護事業 

耶馬溪通所介護事業 

山国通所介護事業 

三光訪問入浴事業 

耶馬溪訪問入浴事業 

三光・本耶馬渓居宅介護支援事業 

耶馬溪居宅介護支援事業 

山国居宅介護支援事業 

三光児童館事業 

児童クラブ事業 

本耶馬渓生活支援ハウス事業 

耶馬溪生活支援ホーム事業 

山国生活支援ハウス事業 

４１，５８４ 

４６，５８２ 

５１，１１２ 

４９，１２５ 

５，５２８ 

２，６０３ 

２１，６１２ 

１４，８９０ 

１５，２２１ 

４，６３４ 

１５，８７２ 

２０，９４０ 

１６，１６１ 

３４，８２２ 

やすらぎ荘 やすらぎ荘経営管理事業 ３４９，３１０ 

豊寿園 豊寿園経営管理事業 １００，３４４ 

 

 


